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わが国におけるギビングサークル組成の課題
－市民連帯意識の主体化と寄付文化－
細海真二
要 旨
NPOなどの非営利セクターを資金面で支える新たなファンドレイジングのツー
ルとして、欧米ではギビングサークルが注目されている。寄付による行為は一回限
りで、一方向的な側面がある一方で、ギビングサークルは少額の資金を持ち合い、
ファンドを形成し支援をおこないたいプロジェクトに助成する持続性をもつサーク
ル活動である。一部の富裕層だけではなく、一般市民が参加しサークル活動を通し
てNPOを支えるスポンサーとなり、フィランソロピーの活動に関与するものであ
る。本稿では、米国やシンガポールにおけるギビングサークルの活動事例を検証し、
わが国のギビングサークルの組成が市民の連帯意識を主体化させる役割を担うこと
を示唆する。
Ⅰ 寄付とギビングサークル
寄付の文化が根付く欧米との対比のなかで、日本にはその文化がないといわれてきた。
それはデータでも裏付けられる。2016年の日本の個人寄付は7,756億円であるのに対し、
米国の個人寄付は30兆6,664億円であり、日本の寄付額は米国の3％にも満たない 1。
2000年以降、日本政府は寄付をめぐる法整備を実行してきた。2006年に公益法人制度
改革、2011年は新寄付税制、さらに2012年の改正NPO法なども後押しとなり、寄付に
対する優遇税制の対象団体は大幅に増加した。また、確定申告によって、寄付額のうち最
大50％が還元されるようになった。個人の寄付意識にも変化がみられる。東日本大震災
を契機に、被災地を支援する個人寄付は約5,000億円にのぼり、多くの日本人が震災に
対して何らかのかたちで義援金として寄付をおこなったと推定される。1995年の阪神淡
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1 日本の寄付市場の推移ホームページ参照
路大震災や2011年の東日本大震災、さらに頻発する豪雨災害など、これら一連の自然災
害が国民意識を変える契機となったといえる。本稿は、地域コミュニティの課題を解決す
るために果たす役割に関し、組織的な寄付行為の主体であるギビングサークルの活動を論
考し、わが国における組成の課題を明らかにする。
なぜ寄付は必要なのか。そもそも社会的な課題の解決に対して税金が投入されるべきで
はないか、という考えはあるだろう。ところが現実には税金投入の前提としての政策の形
成に相当な時間が要していることがわかる。そのため、問題に直面した当事者が声をあげ、
市民活動家やNPOが問題を取り上げ、活動を本格化してから、実際に制度として反映さ
れるまでには長い年月がかかる。たとえば、待機児童の問題が世間の注目を集めるきっか
けとなったのはSNSによる「保育園落ちた日本死ね」という投稿である。2016年2月
にインターネットの交流サイトに投稿され、野党議員が国会で取り上げ、大きな社会問題
となった。これに対し、国会答弁において首相は匿名の投稿であり、実在を確認できない
として事態の鎮静化を図ろうとし問題がエスカレートした。投稿が呼び水となり待機児童
の解消に向けて政府は各種政策を展開している。2018年4月時点の全国自治体の保育所
等の利用定員は2017年度から9.7万人増加し280万人となった。「保育園落ちた日本
死ね」投稿から2年以上が過ぎ、政府や自治体による問題解決の取組みが本格化してい
る。この一例からも問題が発生し、解決のためにNPOをはじめとした団体が声をあげ
市民運動が起こり、自治体が腰をあげ、社会の仕組みとして定着するまでには相当な時間
がかかることがわかる。初期段階は、NPOや市民運動家による地域問題を解決するため
の活動がカギとなる。そして、その活動を支える財源としてボランティアや民間からの
寄付が必要である。待機児童問題は世間の耳目を集めたが、他にも多くの社会的問題が
同様の軌跡をたどってきた。性暴力やDVの被害者女性を一時保護するシェルターが開設
されたのは、1980年代であるが、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律」いわゆるDV防止法の施行は2001年である。前後するが、その2年前、1999年10
月に埼玉県桶川市で発生したストーカー殺人事件は、松村（2008,185頁）によれば法律
施行の後押しになったという。事件の翌年2000年には、ストーカー犯罪防止法が制定さ
れた。これも長期間にわたる市民運動が端緒である。このように、問題の発生から社会制
度の定着までの期間に財務面を支えるのは、寄付や会費、ボランティアなどの民間資源で
ある。
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Ⅱ ギビングサークルの意義と概要
寄付といえば、大企業や富裕層による大口の寄付がマスコミに取り上げられるが、一般
市民による寄付も近年増えつつあり、市民が自らの手で支援先に寄付をするという形態も
増えてきている。しかしながら、市民にとっては寄付をするという行為が目的となり、そ
の後寄付金がどのような使われ方がされているかの関心は高くないのではないか。寄付は
手段であり、目的は、いうまでもなく社会的弱者に対する支援である。
一般的に自ら寄付先を選定し寄付をするということは、一般市民にとってハードルが高
い場合もありうるが、グループを形成し、NPOや福祉施設に支援をおこなっている人た
ちが存在する。個人寄付をプールし自分たちが寄付したい団体を選択し寄付をおこなうサー
クルがある。これがギビングサークルとよばれる活動である。もとは1990年代にアメリ
カにおいて活動がはじまったとされ、2004年時点では全世界に200組織が確認され、
2009年時点で500組織程度に増えている。John（2017a,p.16）によると、アジア地域
においては2014年時点で37組織、2017年時点で66組織が確認されている。この数値
は公式に確認されているサークルのみであり、非公式団体の実態は判明していない。コミュ
ニティ基金や政府が主導で組織されている例もあり、将来的にもさらに成長の可能性を秘
めている。個人単位で寄付をおこなうよりも、多様性が生まれ、また継続的な活動によっ
て支援の担い手として安定が生まれる。また、個人では捕捉が困難な支援先の成長度合い
などもとらえることが可能になる。
Bearman（2007,p.1）は、ギビングサークルを市民が地域社会の問題により関心を
高め支援していく仕組みと表現する。John（2018,p.20）は、相互に関心を寄せる組織
を支援するためのリソースをプールすることと定義している。また、別の表現として、
John（2017b,p.9）は、ギビングサークルの目的を非営利セクターに対する間接的強化
あるいは能力支援のための支援としている。とりわけ、女性のみで組織化されているギビ
ングサークルに関して、Eikenberry（2009a,p.83）はアジア太平洋地域にて調査した
188組織のうち44％を占めていることを指摘する。
日本における性、年代別の寄付者率を示したのが図1である。これによると、20歳代
男女比率を除いて全世代で女性の寄付比率が男性を上回っている。その差は、30歳代、
40歳代では僅差であるが、50歳を超えると、女性の寄付比率は男性と比べて10ポイン
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ト以上開いてくる。寄付をすることで何らかの形で社会の役に立ちたい50歳代以上の女
性が同世代の男性よりも多いというのは興味深い。また、女性の社会問題に対する共感力
が高く、それが寄付行動として表れているという見方ができる。
本稿は、ジェンダーに関する役割の相違を論じるものではないが、地域問題へのアクセ
スは、男性よりも女性の方が親和性は高いものと思われる。共感性に対する性差の研究に
おいては、たとえば，CookandSaucier（2010,pp.712 716）は、共感指数は女性の
方が高く、システムを分析検討し規則を探り出そうとする衝動あるいはシステムを構築し
ようとする傾向は男性の方が高いということを明らかにしている。
総務省の労働力調査では、定年予備軍の45～64歳の正規雇用で働く女性は約410万人
である。この年齢群における非正規労働は661万人であり、正規率は38.2％となる2。
1986年に施行された男女雇用機会均等法以降に社会に出た女性は、現在50代半ばにさ
しかかっている。この世代の働く女性の一つの特徴として、仕事や家事、育児、介護など
を担ってきたからこそ、退職後は好きなことに時間を使いたいという考えをもつ層がいる
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出所：日本ファンドレイジング協会ホームページより抜粋
図１ 性別年代別寄付者率（日本）
ことである。仲間との交流や趣味、社会貢献などが含まれる。とりわけ、定年後のキャリ
アや生き方を考える層にとっては、社会貢献活動は身近なテーマとして選択肢に浮上して
くるものと思われる。これまでのように一部の富裕層による大口寄付という、いつどのタ
イミングでどこに寄贈されるか見通せないものではなく、一般市民が形成する社会貢献の
サークル活動としてギビングサークルが普及することは確実なファンドレイジングになり
うる。Eikenberry（2009b,pp.5860）がまとめたギビングサークルの特徴は表1であ
る。
Ⅲ アメリカ、シンガポールにおけるギビングサークルの発展
この章では、現場で活動するギビングサークルについて、その成り立ちをみていくこと
で浮かび上がる共通項を探りあてていく。
１ 100WomenWhoCare Singapore3
シンガポールのアメリカンスクールの教員KelyMcFadzenは、出身地のカナダで暮
らす妹から100WomenWhoCareのチャリティイベントに出席し、深く共感したという
連絡を受けた。Mcfadzenの妹は、個人の思いが連鎖することで大きな変化を起こすこと
ができるというサークルメンバーの主張に心を揺さぶられたという。妹の思いを受けとめ
たMcfadzenは、友人のAliCuthbertとアイデアを共有し、2015年にシンガポールで地
元コミュニティへの貢献を目的に100WomenWhoCare Singaporeを立ち上げた。シ
ンガポールに在住する外国人が中心のコミュニティであるため、メンバーは転勤などによっ
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出所：Eikenberry（2009b） datasetofupto188givingcirclesin2005より抜粋し著者訳
表１ 米国におけるギビングサークルの５つの特徴
て入れ替わりが激しい。しかし、その活動理念は引き継がれていき、常時60～80人が在
籍している。目標はサークルの名前にちなんで100人以上の女性が参加することである。
どの団体に寄付をするかは、年2回開催される総会によって決定する。自薦他薦のNPO
が、自分たちの活動内容や実績、今後の事業計画をプレゼンテーションする。その後、匿
名投票によって勝者を決定する。勝者は、当日メンバーから集められた一人あたり100
シンガポールドル（約8千円）×参加人数の総額をすべて受け取ることになる。過去4回
の会合で集められた寄付額は5,500シンガポールドル（約44万円）から7,900シンガポー
ルドル（約63万円）の範囲であった。これまでの受給者には、MakeaWish財団、Good
forHome、TubsofLove、TransientWorkersCountsなどがある。100WomenWho
Care Singaporeでは、1回の会合で、100人の女性メンバーからそれぞれ100シンガ
ポールドル（約8千円）を受け取るというコンセプトを次のように表現する。
1hour×100Women×$100=Makingadiference （何かが変わる）
インターナショナルスクールやアメリカンスクールにおけるチャリティイベントは、そ
れ自体目新しいものではない。母国を離れ海外で勤務する職員の子弟が通学する学校のな
かには、生徒の国籍は50か国以上となる学校 4もあり、そこでは定期的にチャリティイ
ベントが開催されている。近隣住民を対象にしたスクール・オープンデイが開催され、収
益金は教会や慈善団体に寄付される。一方、ギビングサークルの特徴は、メンバー同士で
寄付先を決め、活動にコミットしていくことである。寄付を通じて社会貢献活動に取組む
NPOやソーシャルビジネスを支援するニューフィランソロピーのツールといえる。
２ FutureNow5
自分たちが共感する代表者を議会に送り込む活動をするFutureNowは、アメリカの
首都ワシントンDCに拠点を置くギビングサークルである。資金を調達し、趣旨に賛同す
る代表者を州議会に送るための活動をしている。具体的には、2030年までに持続可能な
開発目標（SDGs）を達成するための活動をコミットした政治家を州議会に送るというも
のである。SDGsをアメリカ版にカスタマイズし、より具体的なTODOリストを作成し
ている。このなかには、ジェンダー平等や持続可能なエネルギーの促進、気候変動問題へ
の対応、教育機会の均等、失業問題の解決、さらに貧困問題に取組むことが含まれ、各課
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題にどのように具体的なアクションをおこなうかが網羅されている。そして、実現に向け
活動する候補者を州議会に送る原資をギビングサークルの活動を通じて調達している。も
ともと、このフレームワークは、国際経済学者のJefreySachs6が作ったものである。
Sachsは、疾病休暇の有給取得や適正価格の医療供給、飢餓の解消、対企業向け利子補給
制度の撤廃、インフラ整備の維持、自然災害に強い国土強靭化と地域社会の形成、清潔で
安全なエネルギー投資などを政策実現に掲げている。Sachsの行動は、政権に対する強い
反感が底流にあり、メディアのインタビューに対し、「現政権は著しく偏向しており、自
分たちの手で公正な社会を取り戻さなければならない」と語っている。
３ AsianWomenGivingCircle7
2005年にHaliLeeによって設立されたAsianWomenGivingCircleは、アジア系ア
メリカ人女性が中心となって活動し、主に芸術文化プロジェクトを支援している。25人
のメンバーは、年間2,500ドルの寄付をおこなう。資金は自分たちのポケットマネーば
かりではなく、友人や知人からも賛同を得て集めた寄付金の束である。資金助成の申請団
体を書類審査で絞り込む。2017年は8団体のNPOに対し、総額で$89,000（約979万
円）を寄付している。会合は、メンバー間の結束を深め、より強いコミュニティに発展さ
せることを目指している。メンバー同士は互いに深く結びつき、共同体となって問題を一
緒に解決していくプロセスをおこなう。彼女らは、半ば冗談気味に「クイーンズでマンショ
ンを見つけて一緒に住むべき」というくらいに結束している。
これらのギビングサークルから共通することは、ギビング（寄贈）をおこなうプロセス
を通じて、よりよい貢献をしていくことをコミットするサークル（同好会）活動であり、
メンバー同士の連帯感が深いことである。一方でギビングサークルは、慈善団体に寄付さ
れた資金のほんの一部を占めるにすぎない。2016年度のギビングサークルによる寄付総
額は3千万ドルとされる。これは3,900億ドルともいわれる寄付金総額全体からしても、
まだ些少なものである8。しかしながら、寄付金総額だけでは測れないネットワーク形成
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ロンビア大学地球研究所長（EarthInstitute）を務め、国連ミレニアムプロジェクトのディレクター兼
務
7 AsiaWomenGivingCircleホームページ参照
8 TheNewYorkTimes電子版2018年11月17日参照
による社会関係資本が醸成されるものと推論できる。Putnam（2006）は、人と人とのつ
ながり（ネットワーク）、規範、信頼が、人々の協力を促進し、社会を円滑にする関係と
論じるが、筆者はギビングサークルの活動がその促進に貢献できるものと考える。
Ⅳ NPOの支援ネットワーク
ギビングサークルはNPOなどの非営利セクターに対して事業経費を助成するソーシャ
ルファイナンスの一部であり、ソーシャルビジネスやNPOの活動における支え手と考え
られる。また、富裕層のフィランソロピーとの対比において、一般市民によるフィランソ
ロピーと定義することができる。ソーシャルビジネスは、多岐にわたる地域の課題にビジ
ネスの手法を取り入れながら取組む事業活動である。また、NPOもこの系譜に連なる活
動をしている。活動資金を得て事業をおこない、収益が生まれてくれば、課題解決のため
の活動に持続性が生まれる。一方で、どこでどのような支援を得られるか、NPOの立場
であれば、相談したくともどこで適切な助言が得られるのかわからないという声もある。
こういった相談が最も多く寄せられるのは市町村の窓口である。その窓口において、適切
なナビゲーションができれば、資金支援手続きの第一歩が踏み出せる。
日本政策金融公庫では、地域における諸課題を解決するため、ソーシャルビジネス支援
ネットワークを全国115か所に展開している。農業や商店の担い手不足など日本の地方都
市が抱える諸問題を解決する担い手として、ソーシャルビジネスやNPOへの期待が寄せ
られるが、支える仕組みが十分ではないため支援のネットワークづくりが急務とされてき
た。ソーシャルビジネス支援ネットワークはその受け皿的な窓口となっている。相談内容
に応じて適切なナビゲーションがおこなわれる。法人手続きは行政書士会、事業計画や融
資の相談は政策金融公庫、会計や助成金申請の相談は専門のNPO法人に持ち込まれる9。
日本政策金融公庫は、この取組みを支援するためのセミナーや資金調達の冊子の配布など
をおこなっている。とりわけ情報交換の場の提供や支え合う機会を増やすことが重要であ
るという。社会的弱者に対し、手を差し伸べるべき存在として、地域課題を解決するため
の活動をおこなうのがNPOの特徴の一つである。子どもたちに無償で食事を提供する子
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ども食堂を運営するNPOや高齢者福祉の一環として理美容のサービスをおこなうNPO
もある。地域における困りごとを掌握し活動しており、その多くは高い志をもち、一人で
も多くの人に生活の安寧を提供しようと活動している。彼（女）らの活動を支えるギビン
グサークルは、少額の寄付を持ち寄り活動する財務面のサポーターというべき存在である。
一部の富裕層による慈善活動ではなく、市民が能動的に参画するギビングサークルは、多
くの自発的な行動を誘発する舞台装置としての役割も果たす。
Ⅴ 組成の課題と金融資産の活用
１ 組成の課題
ギビングサークルの手段や目的を図2に示している。ギビングサークルの上位の目的
を、SDGsの課題に対して、どのように向き合っていくかというコミットメントとした。
課題を解決するための手段として、ギビングサークルは資金提供者として支える。政府や
自治体によって解決が図られない、いわゆる隙間の課題を対応するのは地域に拠点を置く
NPOの役割といえる。そしてその資金を提供する担い手を広く養成することが重要であ
る。そのための手段としてマスコミやSNS、教育現場、ビジネスコンテストを通じて社
会的な課題の関心を深めるためのイベントの実行などが考えられる。また、これらを政府
や自治体、民間財団、大学や研究機関がさまざまな形でサポートしていくことが可能であ
る。
政府は官民共同でギビングサークルを立ち上げていき、そこに一定の公金支出を図るこ
とも考えられる。民間財団では、初期費用の供出や運営の標準化といった取組み、また、
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出所：筆者作成
図２ ギビングサークル組成の手段、目的
ソーシャルインパクト・ボンドの組成などで後押しを図ることもできるだろう。大学や研
究機関の貢献は、ギビングサークルの費用対効果の検証を含めたエビデンスベースの政策
化への理論アプローチが考えられる。また、これらのアクターのなかから、実際にNPO
の仕事に魅力を感じて関与する人材が出てくる場合も考えられる。ギビングサークルは、
それ自体は新しい概念ではなく、寄付行為をグループで組織化していこうというのである。
これまではサークルを主導するリーダーによって率いられていくケースが多かった。また、
同質性の高いメンバーが集まった場合に起こる思い込みなどの偏向も発生する可能性があ
る。サークルとしての成熟が得られるかどうかは今後の課題といえる。
２ 多機関の連携と個人金融資産の活用
ギビングサークルの効果測定については、Eikenberryetal.（2009,pp.27 50）や
Kahn（2007,pp.113）などの先行研究がある。彼（女）らが指摘するのは、サークル
への参加を通して社会課題と非営利セクターへの関心が深まったことである。特に、表2
にみられるように、アジア太平洋地域ではこの指標が最も高い。社会課題の共有に貢献す
ることは、洋の東西は問わない。わが国においては、ギビングサークルという言葉そのも
のが一般的になっておらず、活動自体も低調である。しかしながら、活動がないから関心
が低調ということではない。自治体や大学、民間財団による研究会を通じて、組織化の道
筋をつけることが重要である。わが国には、寄付の文化がないと冒頭で書いたが、市民の
寄贈によって町のインフラや学校の設立が図られたことは史実が示している。
公共の課題に対して、多様な担い手がさまざまなアプローチでアクセスすることは、豊
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表２ 米・英・アジア・オーストラリアにおけるギビングサークルメンバーの比較
かな市民社会の形成に貢献するものである。また社会関係資本が充実していくことで、自
助、公助、共助につながっていくものである。市民同士が地域の社会問題に対処する契機
となるのがギビングサークルであり、政府や自治体が率先して、サークルの形成を後押し
することが望まれる。そのためにも組成だけではなく、サークル活動をより強化するため
の有効性の研究に関与していくことが望まれる。また、わが国における家計の金融資産の
活用についても考察していく必要がある。
図3に示すように、日本における個人の金融資産は1,880兆円とされているが、その
うちの約半分の961兆円が現金預金とされている。これらのうち、わずかな金額でも社
会貢献のための善意に回れば、眠る貯蓄が生きたお金になる。将来への漠然とした不安が
資産を抱え込むという心理を招いていることは確かである。
現金預金を活用した経済の活性化とセットで、「貯蓄から投資へ」向かう政策の研究が
求められる。わが国の寄付額は個人資産に対して0.04％となるが、この指標は米国の場
合では0.34％、英国では0.15％である。わが国のギビングサークル活動は緒についたば
かりであり、寄付の文化を組成するためには、後押しをする自治体をはじめとした多機関
の連携が必要であり、市民が共感し応援したくなるストーリーをどのように分かりやすく
伝えるか、その役割はとりわけ重要である。これは、社会の木鐸であるべきマスメディア
の役割ともいえる。これらが相互に作用しながら地域コミュニティにおける連帯感や、意
識を主体化させる役割を担うことにつながるものと考えられる。
塚本（2001,p.153）によれば、非営利組織の活動に長い歴史を有する英国においてボ
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出所：読売新聞大阪本社版 2018年3月20日11面より抜粋
図３ 家計の金融資産の国際比較および日本の個人資産の内訳
ランタリー組織（NPO）を含めた多様なセクターが福祉供給を担う福祉多元主義が1978
年に提起されている。多様なセクターには、当然女性の参画も期待される。女性たちは、
多くの可能性を探求し、共通の利益のために地域社会を豊かにし、活性化させる新しい考
え方を有しているものと思われる。女性とフィランソロピーに焦点を合わせたアプローチ
は今後の研究課題として考察を進めていく。
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